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資 料 編 

１ 武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画 

専門部会開催状況 

  

  

回 日程 内容

１ 令和５年５月11日

・委員の委嘱、会議の運営等
・武蔵野市健康福祉総合計画・各個別計画策定スケジュールについて
・高齢者福祉計画の進捗状況について
・第８期介護保険事業計画　給付実績及び見込みについて
・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定に係る考え方について
・各調査結果の概要
　①高齢者の介護予防・日常生活アンケート調査
　②要介護高齢者・家族等介護者実態調査（在宅介護実態調査）
　③ケアマネジャーアンケート調査
　④高齢者の在宅生活継続調査
　⑤介護職員・看護職員等実態調査
　⑥介護施設等における入退所調査
　⑦独居高齢者実態調査

２ 令和５年６月15日

・各調査及びヒアリング等から見えてきた課題
　①各調査から見えてきた課題
　②生活支援コーディネーターの活動から明らかになった地域課題について
　③武蔵野市在宅介護・地域包括支援センターヒアリング
・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定にあたっての論点

３ 令和５年７月13日 ・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定にあたっての論点

４ 令和５年８月24日
・武蔵野市独居高齢者実態調査結果の概要について
・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画の中間のまとめ（素案）等について

５ 令和５年10月23日 ・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画　中間のまとめ（案）について

令和５年11月１日 ・武蔵野市健康福祉施策推進審議会・合同部会

６ 令和６年１月29日
・市民意見交換会及びパブリックコメントの結果等について
・武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画　答申（案）について

令和６年２月８日 ・武蔵野市健康福祉施策推進審議会
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２ 市民意見交換会及びパブリックコメントの結果 
 

■ 市民の意見交換会 

「中間のまとめ」について、市民の皆様から直接ご意見をお伺いし、その後の計画策

定に活かすことを目的に実施しました。 

(1) 開催日時・場所 

第１回 令和５年 12 月３日（日）午後１時から午後３時まで 

    武蔵野市役所 811 会議室 

第２回 令和５年 12 月３日（日）午後３時から午後５時まで 

    オンライン 

第３回 令和５年 12 月 11 日（月）午後２時から午後４時まで 

    武蔵野商工会館（市民会議室他） 

第４回 令和５年 12 月 15 日（金）午後６時 30 分から午後８時 30 分まで 

    武蔵野スイングホール（レインボーサロン他） 

(2) 内容 

中間のまとめの概要説明、意見交換 

(3) 参加者数 

14 名（17 件） 

 

■ パブリックコメント 

「中間のまとめ」について、市民の皆様からご意見・ご提案をいただき、計画の内容

を検討するために募集しました。 

(1) 募集期間 

  令和５年 11 月 16 日（木）から 12 月 17 日（日）まで 

(2) 広報 

  ホームページ及び市報（令和５年 11 月 15 日号） 

(3) 応募者数 

  18 名（66 件） 

 

■ 市民意見交換会及びパブリックコメントの専門部会取扱方針 

市ホームページをご覧ください。 
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３ 武蔵野市在宅介護・地域包括支援センター一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※③高齢者総合センターは大規模改修工事のため、令和６年７月中旬から令和７年７月中旬まで仮設施設（中町 2 丁目 15 番 14 号）に移転予定です。 
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４ 武蔵野市介護老人福祉施設入所指針 
 

１．目的 

 この指針は、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設（以下「施設」という。）につい

て、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年３月 31 日厚生省令第 39 号）

第７条に規定する「入退所」及び「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正す

る省令」（平成 14 年８月７日厚生労働省令第 104 号）に基づくものである。介護保険法（平成 9 年法律第

123 号）第８条第 21 項の改正と、それに伴う介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 条）の改正

により、平成 27 年４月 1 日以降の施設への入所が原則要介護３以上の方に限定されることとなった。 

武蔵野市として施設の入所に関する基準を明示することにより、入所決定過程の透明性・公平性を確保すると

ともに、施設入所の円滑な実施に資することを目的とする。 

 

２．入所の対象となる者 

  入所の対象となる者は、原則として要介護３～５と認定された者のうち、常時介護を必要とし、かつ居宅に

おいて介護を受けることが困難な者とする。 

 

３．入所の申し込み及び取り下げ 

（１）申込方法 

入所の申込みは、介護老人福祉施設入所申込書兼調査票により直接施設に行う。その際、居宅の者は、直近

３カ月分のサービス利用票及び別表の各写し・要介護認定結果の写しを添付し、それ以外の者は要介護認定結

果の写しを添付して申し込む。 

ただし要介護認定結果の写しは、入所申込者の同意が得られれば、施設から市に請求することができる。要

介護１又は２については、施設が市に対して報告を行うとともに、特例入所対象者に該当するか否か意見を求

める（様式４添付）。 

施設は、申込書を受理した時には、入所申込者に対して、申込受理書を交付するか、それにかわる書類を交付

するものとする。 

（２）入所申込者名簿の管理 

申込書を受理した場合は、入所申込者名簿にその内容を記載して管理しなければならない。また、辞退や削

除等の事由が生じた場合はその内容を記録しなければならない。 

（３）現況について 

本人の状況（要介護度、他施設入所等）や介護者の状況が変化した場合は、施設に入所申込変更届を提出す

るものとする。また、施設は全入所申込者について、原則として毎年度１回現況について把握するよう努める

ものとする。 

（４）取下げについて 

 入所申込者は、入所申込を辞退する場合など、入所の意思がなくなった時には、すみやかに、施設に入所申

込取下げ届を提出するものとする。 

 

４．入所検討委員会 

（１）施設は、入所の決定に係る事務を処理するために、合議制の委員会又は会議（以下「検討委員会」とい

う。）を設置しなければならない。 

（２）検討委員会は、施設長、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等で構成する。なお、検討

委員会には第三者（当該法人の評議員等）を加えることが望ましい。 

（３）検討委員会は、施設長が招集し、必要に応じて開催するものとする。 

（４）検討委員会は、入所選考者名簿（以下「選考者名簿」という。）を調整するとともに、これに基づいて

入所の決定を行う。 

（５）検討委員会は、審議の内容を議事録として２年間保存しなければならない。 
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５．選考者名簿の調整と入所決定 

（１）調整方法 

選考者名簿は、別表１（入所申込者の評価基準）に基づく評価により、上位の者から登載する。 

（２）調整時期 

選考者名簿は、検討委員会の開催に合わせてその都度調整する。ただし、要介護 1 又は２については、市

へ意見を求めることとする（様式６）。 

（３）入所決定に際し施設の事情により勘案できる事項 

別表１及び別表２により入所順位を検討するが、施設における適切な処遇及び運営を図る上で、次に掲

げる個別事情を勘案して入所者の決定を行うことができる。 

【入所決定に際し施設の事情により勘案できる事項】 

  ①性別（部屋単位の男女別構成）  ②ベッドの特性（認知症専用床等）  ③地域性（入所後の家族関係の維

持等）  ④施設の専門性  ⑤その他特別に配慮しなければならない個別の事情 

 

６．特別な事由による入所 

次に揚げる場合においては、検討委員会の審議によらず施設長の判断により入所を決定することができる。 

①災害や事件・事故等により検討委員会を招集する余裕がない場合。 

②武蔵野市から老人福祉法に定める措置委託による場合。 

 

７．その他の取扱い 

（１）辞退者の取扱い 

入所の意思を確認したにも関わらず、申込者の都合により一時辞退があった場合は順位を繰下げ、再度の

辞退があった時は入所申込者名簿から削除することができる。 

（２）施設入所者の取扱い 

入所者が入院治療の必要が生じて医療機関に入院し、概ね３カ月以内に退院することが明らかに見込ま

れるときは、退院後に円滑に入所できるように計画的にベッドを確保するとともに、別表１の評価によら

ず、検討委員会の審議により入所を決定することができる。 

 

８．個人情報の保護 

施設は、入所申込者より得た個人情報については、選考者名簿の作成と入所の可否を決定するために利用す

るものとする。 

また、施設は、入所申込者及び家族から入所申込状況の問い合わせがあった場合には、個人情報保護法を遵

守し対応するものとする。 

   

９．適正運用 

施設等は、この指針に基づき適正に入所の決定を行うものとする。 

市は、この指針の適正な運用について、介護保険法及び老人福祉法に基づき、施設に対し必要な助言を行う

ことができる。なお、市は、必要に応じて、武蔵野市介護老人福祉施設入所指針適用施設の代表者を招集し、

意見を求めることができる。 

 

 

10．指針の見直し 

この指針は、原則として３年ごとに見直すこととする。ただし、その間に必要が生じた場合には、随時、見

直すことができる。なお、見直しにあたっては、武蔵野市と武蔵野市介護保険施設・短期入所事業者連絡会な

どの関係団体で協議するものとする。 

 

11．適用年月日 

この指針は、平成 15 年４月１日から適用する。 

この指針は、平成 18 年４月１日から適用する。 

この指針は、平成 27 年４月１日から適用する。 

この指針は、平成 30 年４月１日から適用する。  
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別表１ 入所申込者の評価基準 
 

評  価  項  目 
点数配分 

（100点満

点） 

１ 本人の状況 
要介護度 

30 点 
認知症の周辺症状（著しい精神症状

もしくは行動上の障害。以下同じ） 

２ 介護の困難性 
主たる介護者の状況 

25 点 
調査で問題と思われる事項 

３ 居宅サービス等の利用状況 
直近３カ月間の居宅サービスの利用率 

25 点 介護療養型医療施設・介護老人保健施

設、医療機関等の入所・入院状況 

４ 緊急度など特別な事由 20 点 

※評価内容は申込時のものとし、申し込み以降に変更があった場合は、現況に合わせて評価しなおす。 

※各項目の点数区分については別表２「各項目の配点表」を参照。 

 

１：本人の状況 
本人の状態は、「要介護度」と「認知症の周辺症状」から判断し、要介護度の得点に認知症の周辺症状の

状態を加算する。要介護度は介護保険制度上、本人の状態を把握するのに最も客観的かつ公平的な基準で

ある。認知症の周辺症状の状態は、公的な調査員によって調査された要介護等認定調査の第３群及び第４

群（平成 21 年４月以前に要介護認定申請を行った方の場合は第７群）から勘案し、項目数によって要介

護度の得点に加算する。認知症の周辺症状の状態判断は難しいが、公的な調査員によって調査されたもの

を利用することで公平的かつ客観的なものにする。 

 これは、介護サービスを利用するにあたっての基本的事項であるため、点数配分を 30点満点とする。 

 

２：介護の困難性 
介護の困難性は、「主たる介護者の状況」から判断し、介護者の状況について５つに分類し当てはまる

ものを選択する。さらに、自由記載欄を設け、申請の際に状況を具体的に記載してもらい、その内容も

勘案して当てはめる。 

これは、介護負担の状況を勘案するもので、点数配分を 25点満点とする。 

 

３：居宅サービス等の利用状況 
居宅サービスの利用状況は、「（１）直近３カ月間の居宅サービスの１カ月平均利用率」と「（２）居宅

生活困難による介護療養型医療施設・介護老人保健施設、医療機関等の入所・入院状況」から判断する。

居宅サービスの１カ月平均利用率は、３カ月間の利用単位を３カ月分の区分支給限度基額（単位）で割

ったもので、①８割以上 ②６割以上８割未満 ③４割以上６割未満 ④２割以上４割未満 ⑤２割未

満 の５段階にわけ配点する。また、３カ月以上継続して介護療養型医療施設・介護老人保健施設、医

療機関等に入所・入院している場合は（１）ではなく（２）で判断する。 

これは、在宅介護の状況等を勘案するもので、点数配分を 25点満点とする。 

 

４：緊急度など特別な事由 
緊急度など特別な事由は、主たる介護者の急死や救急入院、住居が立ち退きを迫られている、認知症

の周辺症状が激しく介護者の精神的負担が大きいなど、上記１～３の基準により画一的な点数化が困難

な事由を勘案する事項として設定した。現行では申込順で緊急性の高い方・地域の方がスムーズに入所

できない等の問題があり、そのような問題解消を配慮するために配点する。 

これは、緊急性や特別な事由を考慮する事項であり、点数配分を 20点満点とする。 
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５ 武蔵野市における東京都サービス付き高齢者向け住宅整備

事業補助金交付要綱第５の１－アに規定する基準 
 

（趣旨） 

第１条 この基準は、東京都サービス付き高齢者向け住宅整備事業補助金交付要綱（26都

市住民第1714号。以下「要綱」という。）第５の１一アに規定する武蔵野市（以下「市」

という。）が事業者に求める基準（以下「市基準」という。）について定めるものとする。 

（基準） 

第２条 市基準は、次に定めるとおりとする。 

(1) 事業の実施に際して要綱第４の１一オに規定する医療・介護連携強化加算を満たした

事業を併せて行うこと又はサービス付き高齢者向け住宅に武蔵野市テンミリオンハウ

ス事業実施要綱（平成11年10月19日施行）に規定するテンミリオンハウスを併設するこ

と。ただし、テンミリオンハウスを併設する場合は、事前に市と協議を行うこと。 

(2) サービス付き高齢者向け住宅の入居者について、入居者のうちおおむね８割以上を市

民とすること。ただし、入居可能日から１か月以上空き室となっている場合は、この限

りでない。 

(3) 事業者は、事業の開始後、定期的に入居者の状況を市に報告すること。 

(4) 事業者と連携する医療及び介護サービス（以下「サービス」という。）を提供する者

（以下「医療等連携者」という。）が、入居者に限定せず、市内の高齢者を広く対象とし

てサービスを提供すること。 

(5) 入居者が、医療等連携者以外の者が提供する医療及び介護サービスを自由に選択する

ことを妨げないこと。 

(6) 事業者は、サービス付き高齢者向け住宅の建設にあたり、近隣住民に対して説明会等

を行い、十分に事業計画の説明を行うこと。 

 

付 則 

この基準は、平成27年５月19日から施行する。 

付 則 

この基準は、平成30年４月１日から適用する。 
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６ 用語集

 あ  

◆ＩＣＴ（アイシーティー） 

 「 Information and Communication 

Technology（情報通信技術）」の略で、情報・

通信に関する技術の総称。具体的には、インタ

ーネット、携帯電話・スマートフォン、AI（人

工知能）、ビッグデータ、IoT（モノのインター

ネット）、クラウド等の技術があり、それらを

活用したコンピュータ・ロボット・通信等のソ

フトウェア、SNS 等のサービスを含める場合

がある。近年は、ICT の推進に代わり、DX と

いう言葉が一般的に使われるようになった。 

 

◆アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣ

Ｐ） 

 高齢者本人が、事前に家族や医療・ケアチー

ムと話し合い、人生の最終段階の医療・ケアを

決 定 す る プ ロ セ ス 。 Advance Care 

Planning の頭文字をとって、ＡＣＰと表記さ

れる。医療・ケアを受ける本人に対しては、医

師等の医療従事者から、適切に情報提供と説

明を受け、それによって自ら意思決定を行う

ことが、ＡＣＰの基本原則となっている。 

 

◆移送サービス（レモンキャブ）事業 

 バスやタクシー等の公共交通機関の利用が

困難な高齢者や障害者（要介護者や障害者手

帳取得者等）の外出を支援するための移送サ

ービス。商店主を中心とした地域のボランテ

ィアが福祉型軽自動車（レモンキャブ）を運転

し、ドア・ツー・ドアのサービスを提供してい

る。 

 

◆いきいきサロン 

 おおむね 65 歳以上の高齢者を対象に、週

１回以上、５名以上で、介護予防や認知症予防

のプログラム（２時間程度）を行う「通いの場」。

地域住民団体・ＮＰＯ法人・民間事業者等が運

営しており、市はその団体等へ補助や支援を

行う。高齢者の社会的孤立感の解消、心身の健

康維持、要介護状態の予防、住み慣れた地域で

の在宅生活の継続支援を図ることを目的とし

ている。平成 28（2016）年７月事業開始。 

 

 か  

◆介護医療院 

今後、増加が見込まれる医療・介護ニーズが

ある方に対応するために、「日常的な医学管理

が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ター

ミナル」等の機能と「生活施設」としての機能

を兼ね備えるとされる介護保険施設。 

 

◆介護職・看護職Ｒｅスタート支援金 

介護職等の人材確保のため、市内の介護施

設や障害者施設等に就職した方に対し、支援

金を支給する。 

 

◆介護予防・日常生活支援総合事業（総合

事業） 

第６期（平成 27（2015）年度～平成 29

（2017）年度）の介護保険制度改正において、

平成 29（2017）年４月までに全国の市町村

で開始することとされた事業（介護保険の地

域支援事業において実施）で、社会参加による

介護予防を促進するとともに、多様な主体が

参画する地域の支え合いにより要支援者等の

高齢者の生活支援が充実することを目指して

いる（本市では平成 27（2015）年 10 月に
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開始）。武蔵野市認定ヘルパー制度はこの総合

事業において運用されている。 

 

◆介護老人福祉施設（特別養護老人ホー

ム） 

 入所する要介護者に対し、施設サービス計

画に基づいて、入浴、排泄、食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及

び療養上の世話を行うことを目的とする施設

で、利用対象者は身体上・精神上著しい障害が

あるため常時介護を必要とし、在宅介護が困

難な要介護者である。 

 

◆看護小規模多機能型居宅介護 

 小規模多機能型居宅介護に訪問看護を組み

合わせたサービスで、「通い」を中心として、

要介護者の様態や希望に応じて、「訪問介護」、

「訪問看護」、「泊まり」を一つの事業所が一

体的に提供する。中・重度になっても在宅での

生活が継続できるよう支援するための地域密

着型サービス。 

 

◆ケアプラン指導研修 

「ケアプランの質の向上」を目的に地域包

括支援センターの主任介護支援専門員、武蔵

野市住宅改修・福祉用具相談支援センターの

専門職（ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ、コンチネンスアド

バイザー）、基幹相談支援センターの職員、保

険者で構成するケアプラン指導委員が評価会

議を開催。評価会議の結果を事例提出者へ面

接により伝える。その後フォローアップ研修

も行う。 

 

◆ケアリンピック武蔵野 

介護現場で市民生活を支えている介護・看

護職員が、先進的な取組みを紹介し、互いに研

鑽し、称賛する場として平成 27（2015）年

度より開催している。介護・看護に従事する人

たちが誇りとやりがいを持って働き続けられ

るよう人材確保の推進に寄与することを目的

としている。 

 

◆健康寿命 

 健康寿命とは、健康の３要素（身体・精神・

社会）が制限されることなく健康な状態で生

活することが期待される平均期間を表す指標。

現在、本市では、「東京都保健所長会方式」に

基づき、「65 歳の人が、何らかの障害のため

に要介護認定を受けるまでの状態を健康と考

え、その障害のために認定を受ける年齢を平

均的に表す」としている。 

 

◆権利擁護 

 一般的には、自己の権利を表明することが

困難な人のニーズ表明を代弁し、支援するこ

とを言う。本市では、生活不安を感じている高

齢者、身体障害者や、判断能力が不十分な人

（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等）

の権利を擁護し、安心して自立した地域生活

を送れるように日常生活の支援、金銭管理、福

祉サービスの利用支援などの事業を行ってい

る。 

 

 さ  

◆災害時要援護者対策事業 

 災害時に、家族等による援助が困難で、何ら

かの助けを必要とする方のうち、平常時から

安否確認等の実施に携わる関係機関（在宅介

護・地域包括支援センター等）と個人情報を共

有することについて事前同意のある方（災害

時要援護者）が、近隣の住民（支援者）により

安否確認等の支援を受けることができる仕組
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み。 

 

◆在宅医療・介護連携推進事業 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢

者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるよう、地域における医療・

介護の関係機関が連携し支える体制。具体的

には、医師会等と連携し、多職種協働により在

宅医療・介護の連携体制を推進する。 

 

◆在宅介護・地域包括支援センター 

 主に、在宅で生活を継続する高齢者の総合

的な相談に対応する機関。市の委託により、日

常生活圏域単位に合計６か所設置。これら６

在宅介護・地域包括支援センターは、地域包括

ケアシステムの拠点として、小地域完結型の

相談・サービス提供体制を継続している。本市

では、さらに、直営の基幹型地域包括支援セン

ターを設置し、全市的な視点から、６か所のセ

ンター間の総合調整や後方支援等を行ってい

る。 

 

◆シニア支え合いポイント制度 

 65 歳以上の市民の介護予防や健康寿命の

延伸、社会参加・社会貢献活動への参加促進を

目的に、市と協定を結んだ福祉施設などで行

ったボランティア活動に対してポイントを付

与し、年度ごとの獲得ポイント数に応じて、ギ

フト券や寄付に交換する制度。 

 

◆重層的支援体制整備事業 

 令和２（2020）年６月の社会福祉法の改正

により創設された事業で、市町村全体の支援

機関・地域の関係者が断らず受け止め、つなが

り続ける支援体制を構築することをコンセプ

トに、「属性を問わない相談支援」、「参加支

援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支

援を一体的に実施することが必須となってい

る。 

 

◆住宅改修・福祉用具相談支援センター 

 本市に住む高齢者の方を対象に、本人がよ

り良く在宅生活を送るための福祉用具の選定

や住宅改修のほか、コミュニケーション障害・

摂食・嚥下障害、排せつ全般についての相談支

援を行っている。また、排せつトラブル、在宅

介護の環境づくり、住宅改修、口腔ケア、福祉

用具の使い方など、市民からの要望に応じて

講座も開催している。（公益財団法人武蔵野市

福祉公社に委託） 

 

◆小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、要介護者の様態や希

望に応じて、「訪問介護」や「泊まり」を一つ

の事業所が一体的に提供し、在宅での生活が

継続できるよう支援するための地域密着型サ

ービス。 

 

◆生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体

制整備を推進していくことを目的とし、地域

において、生活支援・介護予防サービスの提供

体制の構築に向けたコーディネート機能（主

に資源開発やネットワーク構築の機能）を果

たす者をいう。 

 

◆成年後見制度 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など、

判断能力が不十分で、契約などの法律行為に

おける意思決定が難しい人の保護、支援をす

るための制度。 
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 た  

◆多職種連携 

複数の専門職間の連携を意味する。在宅介

護では、医療、看護、リハビリテーション、身

体介護、生活支援等の多様な機能を提供する

ことが必要であるが、一つの職種でこれらす

べてを提供することはできないため、複数の

専門職間の円滑な運営が住み慣れた地域で生

活を継続するためには不可欠である。地域包

括ケアシステムにおいては、最も重要な考え

方の一つとされている。 

 

◆ダブルケア、トリプルケア 

晩婚化や晩産化を背景に、親と子、自分の親

と配偶者の親と子など、複数の家族に対する

介護や育児を担うこと。 

 

◆団塊の世代（団塊ジュニアの世代） 

一般に昭和 22（1947）年から昭和 24

（1949）年までに生まれた世代を呼称する

もの。戦後最も出生数が多い３年間であり、ベ

ビーブーマーと呼ばれる。令和７（2025）年

にはすべての団塊の世代が後期高齢者となる。

また、団塊の世代の子どもの世代にあたる昭

和 46（1971）年から昭和 49（1974）年

頃までの第２次ベビーブーム時代に生まれた

人々を、一般に団塊ジュニアの世代と呼び、令

和 22（2040）年には 65 歳以上となる。 

 

◆地域共生社会 

国では「制度・分野や、支え手・受け手と

いった関係を超えて、地域住民や多様な主体

がつながることで、住民一人ひとりの暮らし

と生きがい、地域をともに創っていく社会」

である地域共生社会を目標に掲げている。こ

の地域共生社会は本市が進めてきた地域リ

ハビリテーションの理念との共通点がみら

れるため、本市においては「武蔵野市ならで

はの地域共生社会」として、全ての市民が、

その年齢、状態、国籍にかかわらず、住み慣

れた地域で、本人の意思に基づいて安心して

生活が続けられるよう、保健・医療・福祉・

教育など地域生活に関わるあらゆる組織及

び人が連携した継続的かつ体系的な支援を

行っていく。このことによって、高齢者、障

害者をはじめ、全ての人が包摂され、一人ひ

とりの多様性が認められる、支え合いのまち

づくりを推進する。 

 

◆地域ケア会議 

多職種が連携し、高齢者個人に対する支援

の充実と、それを支える社会基盤の整備とを

同時に進めていく、地域包括ケアシステムの

実現に向けた手法。 

 

◆地域包括ケアシステム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目

的に、可能な限り住み慣れた地域で、自分らし

い暮らしを人生の最期まで続けることができ

るようにするための地域の包括的な支援・サ

ービス提供体制のこと。団塊の世代が 75 歳

以上となる令和７（2025）年に向けて各地域

で取組みが進められている。本市では、こうし

た包括的な支援・サービス提供体制の構築に

あたり、地域の様々な主体が関わるという特

徴を踏まえ、「武蔵野市におけるまちぐるみの

支え合いの仕組みづくり」と言い換えている。 

 

◆地域包括ケア人材育成センター 

人材の発掘・養成、質の向上、相談受付や情

報提供までを一体的に行い、専門職や地域の

担い手も含めた福祉人材の育成と確保の総合
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的な支援などを実施する。平成 30（2018）

年 12 月に開設し、（公財）武蔵野市福祉公社

に運営を委託している。 

 

◆地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支

援）計画等の策定・実行を総合的に支援するた

めの情報システム。介護保険に関連する情報

をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関

する様々な情報が一元化され、かつグラフ等

を用いて提供される。平成 27（2015）年 7

月の本格稼働以降、一部の機能を除いて誰で

も利用することができる。 

 

◆地域密着型サービス 

平成 18（2006）年度から、各地域の実情

に応じたサービス提供を強化する目的で、原

則として事業所の所在する地域の住民のみが

利用できるサービスとして「地域密着型サー

ビス」が創設された。通常の介護サービスにつ

いては都道府県が指定するのに対して、地域

密着型サービスでは市町村が指定を行う。 

 

◆チームオレンジ 

 ステップアップ講座を受講した認知症サポ

ーターがチームをつくり、まちぐるみの継続

した支援活動を行う取組み。 

 

◆定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

一日複数回の訪問を基本とした居宅サービ

ス。訪問介護と看護を必要に応じて提供する

もので、365 日 24 時間の営業を基本とする。

また緊急時等に駆けつける随時対応サービス

も提供されることから、在宅を支える中核的

なサービスとして期待されている。 

 

◆テンミリオンハウス 

地域の実情に応じた市民等の「共助」の取組

みに対し､本市が年間 1,000 万円 (ten-

million)を上限とした運営費補助等の活動支

援を行う。現在、市内に７か所開設されている。 

 

 な  

◆日常生活圏域 

介護関連の施策を検討する際の地域単位で

あり、地域住民が日常的に生活している地域

をひと固まりとして圏域設定することが多い。

一般に中学校区を目安として設定される。本

市では市内に６つの圏域を設定している。 

 

◆認知症コーディネーター 

 厚生労働省が進める認知症施策推進総合戦

略（新オレンジプラン）における認知症地域支

援推進員を「認知症コーディネーター」として

位置づけ、基幹型地域包括支援センター及び

市内６か所の在宅介護・地域包括支援センタ

ーに配置し、認知症ケアに関する相談助言と

相談後のコーディネートや、専門医療機関の

紹介、認知症サポーター養成講座の企画・運営

等を行う。 

 

◆認知症サポーター 

「認知症サポーター養成講座」を受講した、認

知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温

かく見守る応援者のこと。 

 

◆認知症サポーターステップアップ講座 

 認知症サポーターが、地域で認知症の人と

その家族を支えるために必要な具体的な知識

やスキルを習得できるようにすること、意欲

ある認知症サポーターが各々に合った地域支

援活動ができる環境を構築する（認知症の理
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解者から支援者へ）ことを目的とし、平成 27

（2015）年度より開催。 

 

◆認知症連携部会 

高齢者が「認知症になっても住み慣れた地

域で生活を継続できる」ことを支援するため、

本市の現状や課題整理を行い、在宅医療・介護

連携における課題解決のための仕組みや方法

の検討と多職種・他機関の連携強化を図るこ

とを目的とし、在宅医療・介護連携推進協議会

の部会として平成 29（2017）年に設置。 

 

◆脳卒中地域連携パス 

脳卒中地域連携診療計画書。脳卒中治療に

対し、北多摩南部医療圏において、急性期病院、

回復期病院、老人保健施設から在宅まで、患者

の情報を記載した「脳卒中地域連携パス（脳卒

中地域連携診療計画書）」でつなぎ、これによ

り急性期治療、回復期リハビリ、さらに在宅の

治療とケアを継続することができることを目

的とする。 

 

 は  

◆フレイル 

 加齢とともに、心身の活力（運動機能や認知

機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存など

の影響もあり、生活機能障害が起きたり、要介

護状態となったり、疾病等の重症化を招いた

りするなど、心身の脆弱化が出現するが、一方

で、適切な介入・支援により、生活機能の維持

向上が可能な状態のことを指す。 

 

◆保険者機能強化推進交付金 

 平成 29（2017）年地域包括ケア強化法に

基づき、自治体への財政的インセンティブと

して創設された交付金の仕組み。市町村と都

道府県が推進する高齢者の自立支援や重度化

防止の取組みを、客観的な指標により適切に

評価、達成状況に応じて交付される。これによ

り、PDCA サイクルを活用した保険者機能の

強化を推進することを目的としている。 

 

 ま  

◆もの忘れ相談シート 

認知症相談に対して、在宅相談機関・もの忘

れ相談医・専門病院をつなぐためのシート。こ

のシートを活用することによって適切な医療

とケア体制が構築され、できるだけ長く安定

した在宅生活が継続できるようになることを

目的としている。 

 

や  

◆ヤングケアラー 

家族にケアを要する人がいる場合に、家

庭内で年齢に合わない過度な責任または役

割を負わされ、家事や家族の世話、介護、感

情面のサポートなどを行っている 18 歳未

満の子ども。 
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７－１  計画の策定及び推進体制  
 

  

 

 

（１）武蔵野市健康福祉施策推進審議会の設置 

本市における健康福祉施策をより推進するため、計画策定から進捗状況の把握、評価まで

を分野横断的、一体的に審議することができるよう、従来、健康福祉総合計画・地域福祉計

画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害福祉計画、健康推進計画・食育推

進計画に分かれていた各個別計画策定委員会と、健康福祉総合計画の実施状況の点検及び評

価等を行っている健康福祉総合計画・地域共生社会推進会議を統合し、新たな会議体を設置

する。 

 

（２）策定後のイメージ 

＜従来＞ 

 

 

 

 

＜条例策定後＞ 

【審議会・専門部会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委員構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施行期日 

 令和５(2023)年４月１日 

 

 

 

武蔵野市健康福祉施策推進審議会 

（計画策定＋点検及び評価） 

専門部会 

 

 

 

※専門部会で各個別計画案を作成し、審議会へ報告 

健康福祉総合計画・ 

地域福祉計画 

専門部会 

高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画 

専門部会 

障害者計画・ 

障害福祉計画 

専門部会 

健康推進計画・ 

食育推進計画 

専門部会 

【要綱】個別計画策定委員会 

(計画策定) 

【要綱】健康福祉総合計画・地域共生社会推進会議 

(点検及び評価) 

第３条の委員 
第５条の委員 

・学術経験者 

・地域福祉、高齢者福祉、介護保険、障害者(児)

福祉、保健医療、健康増進、食育推進等の関

係者 

・公募による市民 など 

・第３条の委員のうちから市長が指名する者 

・専門部会における調査及び審議のた

めに市長が必要と認め委嘱する者 

武蔵野市健康福祉施策推進審議会 

健康推進計画・ 

食育推進計画・ 

自殺総合対策計画 

専門部会 
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７－２  武蔵野市健康福祉施策推進審議会設置条例  
 

 （設置）  

第１条  武蔵野市（以下「市」という。）における健康及び福祉に関する施策

を推進するために必要な事項を調査し、及び審議するため、武蔵野市健康

福祉施策推進審議会（以下「審議会」という。）を設置する。  

 （所管事項）  

第２条  審議会は市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議し、及び

答申する。  

(1) 地域福祉、高齢者福祉、介護保険、障害者（児）福祉、保健医療、健

康増進及び食育推進に係る計画の策定及び評価に関する事項  

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

２  審議会は、前項に掲げる事項に関して、市長に意見を述べることができ

る。  

 （組織）  

第３条  審議会は、次に掲げる委員 15人以内で組織し、市長が委嘱する。  

(1) 学識経験者  

(2) 地域福祉、高齢者福祉、介護保険、障害者（児）福祉、保健医療、健

康増進、食育推進等の関係者  

(3) 公募による市民  

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が適当と認める者  

 （任期）  

第４条  委員の任期は３年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。ただし、再任を妨げない。  

 （専門部会）  

第５条  市長は、必要に応じて審議会に専門部会を置くことができる。  

２  専門部会は次に掲げる委員で組織する。  

(1) 第３条の委員のうちから市長が指名する者  

(2) 専門部会における調査及び審議のため市長が必要と認め、委嘱する者  

 （報酬）  

第６条  委員の報酬は、武蔵野市非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当

に関する条例（昭和 36年２月武蔵野市条例第７号）に定めるところによる。 

 （委任）  

第７条  この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関して必要な事項は、

市長が別に定める。  

   付  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和５年４月１日から施行する。
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７－３  武蔵野市健康福祉施策推進審議会設置条例施行

規則  
 

 （趣旨）  

第１条  この規則は、武蔵野市健康福祉施策推進審議会設置条例（令和４年

12 月武蔵野市条例第 36 号。以下「条例」という。）の施行について、必要

な事項を定めるものとする。  

 （用語）  

第２条  この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。  

 （審議会の会長及び副会長）  

第３条  審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。  

２  会長は審議会を代表し、会務を総括する。  

３  副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

 （審議会の会議）  

第４条  審議会の会議（以下この条において「会議」という。）は会長が招集

する。ただし、会長及び副会長がともに選任されていないとき又は事故が

あるとき若しくは欠けているときの会議は、市長が招集する。  

２  会議は、委員の半数以上の出席がなければ、これを開くことができない。  

３  審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。  

４  会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求

め、その説明又は意見を聞くことができる。  

 （専門部会）  

第５条  専門部会の委員（以下「部会員」という。）は、各専門部会 15 人以

内とする。  

２  条例第５条第２項第２号の規定により市長が委嘱する委員は、次に掲げ

る者とする。  

(1) 学識経験者  

(2) 地域福祉、高齢者福祉、介護保険、障害者（児）福祉、保健医療、健

康増進、食育推進等の関係者  

(3) 公募による市民  

３  前項の委員の任期は、委嘱の日から専門部会における調査及び審議が終

了した日までとし、２年を超えないものとする。  

４  第２項の委員は、専門部会にのみ出席する。  

 （準用）  

第６条  第３条及び第４条の規定は、専門部会について準用する。この場合

において、同条中「審議会」とあるのは「専門部会」と、「会長」とあるの
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は「部会長」と、「副会長」とあるのは「副部会長」と、「委員」とあるの

は「部会員」と読み替えるものとする。  

 （庶務）  

第７条  審議会の庶務は、健康福祉部地域支援課において処理する。ただし、

専門部会の庶務は、市長が指定する課において処理する。  

 （委任）  

第８条  この規則に定めるもののほか、審議会及び専門部会について必要な

事項は、市長が定める。  

   付  則  

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。
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７－４  武蔵野市第４期健康福祉総合計画・第６期地域

福祉計画専門部会等設置要綱  
 

 （設置）  

第１条  武蔵野市健康福祉施策推進審議会設置条例（令和４年 12 月武蔵野

市条例第 36 号）第５条の規定に基づき、武蔵野市（以下「市」という。）

が策定する次の各号に掲げる計画について、当該各号に定める専門部会

（以下「各専門部会」という。）を設置する。  

(1) 武蔵野市第４期健康福祉総合計画（次号から第８号までに掲げる計画

からなる市の健康及び福祉分野に関する総合的な計画をいう。以下「健

康福祉総合計画」という。） 武蔵野市第４期健康福祉総合計画・第６期

地域福祉計画専門部会  

(2) 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 107 条の規定により定める武

蔵野市地域福祉計画  前号に定める専門部会  

(3) 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）第

14 条第１項の規定により定める武蔵野市成年後見制度利用促進基本計

画  第１号に定める専門部会  

(4) 再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）第８条

第１項の規定により定める武蔵野市再犯防止推進計画  第１号に定め

る専門部会  

(5) 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の８第１項及び介護保

険法（平成９年法律第 123 号）第 117 条第１項の規定により定める武蔵

野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画  武蔵野市高齢者福祉計

画・第９期介護保険事業計画専門部会  

(6) 障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第 11 条第３項、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123

号）第 88 条第１項及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 33 条の

20 第１項の規定により定める武蔵野市障害者計画・第７期障害福祉計

画・障害児福祉計画  武蔵野市障害者計画・第７期障害福祉計画専門部

会  

(7) 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第８条第２項及び食育基本法

（平成 17 年法律第 63 号）第 18 条第１項の規定により定める武蔵野市

第５期健康推進計画・食育推進計画  武蔵野市第５期健康推進計画・食

育推進計画・自殺総合対策計画専門部会  

(8) 自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）第 13 条第２項の規定によ

り定める武蔵野市自殺総合対策計画  前号に定める専門部会  

 （幹事会）  

第２条  健康福祉総合計画の策定にあたり、庁内の推進体制として、幹事会
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を置く。  

２  幹事会は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。  

３  幹事会に、座長及び副座長各１人を置く。  

４  座長は健康福祉部長の職にある者をもって充て、副座長は健康福祉部地

域支援課長の職にある者をもって充てる。  

５  幹事会の庶務は、健康福祉部地域支援課が行う。  

６  前各号に定めるもののほか、健康福祉総合計画の策定における庁内の推

進体制について必要な事項は、市長が別に定める。  

 （ワーキングスタッフ）  

第３条  各専門部会は、各計画の策定に関する調査及び研究を行うため、必

要があると認めるときは、ワーキングスタッフを設置することができる。 

 （庶務）  

第４条  各専門部会の庶務は、次の各号に掲げる専門部会の区分に応じ、当

該各号に掲げる課が行う。  

(1) 第１条第１号から第４号までに定める専門部会  健康福祉部地域支

援課  

(2) 第１条第５号に定める専門部会  健康福祉部高齢者支援課  

(3) 第１条第６号に定める専門部会  健康福祉部障害者福祉課  

(4) 第１条第７号及び第８号に定める専門部会  健康福祉部健康課  

２  各専門部会全体の庶務は、健康福祉部地域支援課が行う。  

 （その他）  

第５条  この要綱に定めるもののほか、各専門部会について必要な事項は、

市長が別に定める。  

   付  則  

１  この要綱は、令和５年４月 17 日から施行する。  

２  この要綱は、令和６年３月 31 日限り、その効力を失う。  

別表（第２条関係）  

健康福祉部長  

 健康福祉部保健医療担当部長  

健康福祉部地域支援課長  

健康福祉部生活福祉課長  

健康福祉部高齢者支援課長  

健康福祉部高齢者支援課相談支援担当課長  

健康福祉部障害者福祉課長  

健康福祉部健康課長  

健康福祉部健康課地域保健調整担当課長  

健康福祉部健康課新型コロナウイルスワクチン接種担当課長  

健康福祉部保険年金課長  
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公益財団法人武蔵野市福祉公社常務理事兼事務局長  

公益財団法人武蔵野健康づくり事業団保健センター改修・経営改善担

当課長  

公益社団法人武蔵野市シルバー人材センター事務局長  

社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会事務局長  

社会福祉法人武蔵野事業推進担当副参事  
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８ 武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画 

専門部会傍聴要領 
 

 （目的）  

第１条  この要領は、武蔵野市第４期健康福祉総合計画・第６期地域福祉計

画専門部会等設置要綱（令和５年４月 17日施行）の規定に基づき設置した

武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画専門部会（以下「専門

部会」という。）の会議の傍聴に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。  

 （会議の公開原則）  

第２条  専門部会の会議は、公開する。ただし、会議を非公開とする専門部

会の議決があったときは、この限りでない。  

 （傍聴人の定員）  

第３条  傍聴の受付は先着順とし、定員は 20名を超えないこととし、会場の

広さ等により専門部会に支障のない範囲内とする。  

 （傍聴の手続き）  

第４条  専門部会を傍聴しようとする者は、会議当日、所定の場所で、傍聴

人受付簿に氏名及び住所を記入しなければならない。  

 （傍聴人の守るべき事項）  

第５条  傍聴人は、用意された席で、静粛に良識ある態度で傍聴しなければ

ならない。なお、会議の進行を行う者から、特に求められた場合を除い

て、発言はできない。  

 （撮影及び録音）  

第６条  傍聴人は、傍聴席において写真等の撮影や、録音等を行ってはなら

ない。ただし、専門部会において特に認められた者は、この限りではな

い。  

 （意見の提出）  

第７条  傍聴人は、専門部会の終了後、所定の様式により意見を提出するこ

とができる。  

 （係員の指示）  

第８条  傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。  

 （違反に対する措置）  

第９条  傍聴人がこの要領に違反したときは、会議の進行を行う者はこれを

制止し、その命令に従わないときは、専門部会に諮ってこれを退場させる

ことができる。  

付  則  

 この要領は、令和５年５月 11 日から施行する。
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９ 武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画  

専門部会の公開・運営に関する確認 
 

１  会議の公開  

(1) 武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画専門部会（以下「専

門部会」という。）が行う会議は原則として公開で行う。  

(2) 会議の傍聴要領は別に定める。  

(3) 審議内容が武蔵野市情報公開条例（平成 13 年３月武蔵野市条例第５

号）第６条ただし書の規定に該当する場合で、専門部会が必要と認める

ときは、会議を非公開とすることができる。  

 

２  会議録の作成  

(1) 専門部会の会議録は、議事の概要を記した要点筆記とし、発言者の表

記は「部会長」「副部会長」「部会員」「事務局」等とし、個人の氏名は掲

載しない。  

(2) 会議録は、会議に出席した部会員の承認を得て確定する。  

 

３  会議録の公開  

(1) 専門部会の会議録は、原則として公開する。  

(2) 会議録の公開は、市政資料コーナーへの配架及び市ホームページへの

掲載により行う。  

(3) 専門部会が必要と認めるときは、会議録を非公開とすることができる。
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10 武蔵野市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画 

専門部会 部会員名簿 

 

（敬称略）

委員氏名 職 区分

◎ 山井　理恵 明星大学人文学部　教授

○ 久留　善武 一般社団法人シルバーサービス振興会　事務局長

那須　一郎
（令和５年７月12日まで）

武蔵野市医師会　理事

柏手　由里乃
（令和５年７月13日から）

武蔵野市医師会　理事

谷口　勝哉 東京都武蔵野市歯科医師会　副会長

佐藤　博之 武蔵野市薬剤師会　副会長

稲住　成由美
稲垣薬局介護サービス　介護支援専門員
（武蔵野市居宅介護支援事業者連絡協議会推薦）

浅野　彰
日介センター吉祥寺　支店長
（武蔵野市訪問介護事業者連絡会議推薦）

佐藤　清佳 武蔵野市民生児童委員協議会　第二地区会長

福田　耕三 吉西福祉の会　会長

松村　勝人 公募市民（第１号被保険者）

渡辺　紀子 公募市民（第２号被保険者）

◎部会長　　○副部会長

部会員の任期：令和５（2023）年５月１日から令和６（2024）年３月31日まで

公募による者

学識経験者

福祉関係者

保健医療関係者
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専門部会幹事会及びワーキングスタッフ 

 

 

  

氏名 職

山田　剛 健康福祉部長

小久保　渉 高齢者支援課長

長坂　朋子 高齢者支援課相談支援担当課長

福山　和彦 地域支援課長

深澤　挙一 高齢者支援課課長補佐（兼相談支援係長）

大橋　大輔 高齢者支援課管理係長

野村　武史 高齢者支援課サービス基盤整備担当係長

荻原　美代子 高齢者支援課地域包括担当係長

金平　一甫 高齢者支援課新介護予防・生活支援担当係長 （令和５年９月30日まで）

加藤　峻一 高齢者支援課新介護予防・生活支援担当係長 （令和５年10月１日から）

小野　宗祐 高齢者支援課相談支援係主査

髙田　陽介 高齢者支援課介護保険係長

加藤　彩 高齢者支援課資格保険料担当係長 （令和５年11月30日まで）

栗林　恵里子 高齢者支援課資格保険料担当係長 （令和５年12月１日から）

増田　美照 高齢者支援課介護サービス担当係長

渕井　隆也 高齢者支援課介護認定係長

金丸　絵里 地域支援課在宅医療・介護連携担当係長

小谷　勇樹 高齢者支援課介護保険係主任

松下　美月 高齢者支援課管理係主事

山内　梨奈 高齢者支援課相談支援係主事

中川　芽依 高齢者支援課介護保険係主事

水野　義之 高齢者支援課介護保険係主事

菊池　智大 高齢者支援課介護保険係主事

渡邉　陽子 高齢者支援課介護認定係主事
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【答申】 
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